
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成22年８月10日

【四半期会計期間】 第132期第１四半期（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

【会社名】 藤倉ゴム工業株式会社

【英訳名】 Fujikura Rubber Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　中　光好

【本店の所在の場所】 東京都品川区西五反田二丁目11番20号

【電話番号】 03(3490)2111（大代表）

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　　森田　健司

【最寄りの連絡場所】 東京都品川区西五反田二丁目11番20号

【電話番号】 03(3490)2111（大代表）

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　　森田　健司

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

藤倉ゴム工業株式会社大阪支店

（大阪市北区茶屋町19番19号）

EDINET提出書類

藤倉ゴム工業株式会社(E01094)

四半期報告書

 1/24



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第131期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第132期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第131期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 5,315,5387,006,21923,760,871

経常利益または経常損失（△）（千円） △157,804 650,488 974,930

四半期（当期）純利益または四半期純損失（△）（千円） △259,465 346,737 375,865

純資産額（千円） 15,411,83016,118,04715,811,563

総資産額（千円） 22,355,18623,647,47023,553,774

１株当たり純資産額（円） 783.91 819.83 804.24

１株当たり四半期（当期）純利益金額または四半期純損失金額

（△）（円）
△13.20 17.64 19.12

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） ― ― ―

自己資本比率（％） 68.9 68.2 67.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
356,024 988,8451,880,198

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△248,684△305,542△1,693,062

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△582,042△1,028,167△383,856

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 2,442,3052,327,5782,677,950

従業員数（人） 1,293 1,246 1,198

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、次の連結子会社を当社が吸収合併しております。 

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合

(％)
関係内容

（連結子会社）
　
㈱フジクラエンター
プライズ ＊
　

福島県南相馬
市

20 スポーツ用品 100

当社ゴルフ用製品
の製造
当社が土地建物を
賃貸　

日興ゴム工業㈱
さいたま市岩
槻区

40 引布加工品 100

当社引布加工品製
品の外注加工
当社が土地建物の
一部を賃貸　

　（注）１　主要な事業の内容欄には、セグメント情報の名称を記載しております。

２　＊は特定子会社に該当していました。　

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,246(681)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 513 (362)

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

２　日興ゴム工業株式会社及び株式会社フジクラエンタープライズを吸収合併したことにより、従業員数が当第

１四半期会計期間において65名増加しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

産業用資材（千円） 4,108,277 ―

引布加工品（千円） 1,370,198 ―

スポーツ用品（千円） 471,737 ―

合計（千円） 5,950,212 ―

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　金額は販売価額によっております。

３　上記金額には消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

産業用資材 4,073,061 ― 1,710,650 ―

引布加工品　 1,777,209 ― 608,909 ―

スポーツ用品 1,409,461 ― 275,614 ―

その他 153,859 ― ― ―

合計 7,413,590 ― 2,595,173 ―

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

        前年同四半期比（％）

産業用資材（千円） 4,007,134 ―

引布加工品（千円） 1,244,377 ―

スポーツ用品（千円） 1,600,847 ―

その他（千円） 153,859 ―

合計（千円） 7,006,219 ―

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日東商事㈱ 499,800 9.4 698,920 10.0

３　上記金額には消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。
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(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、輸出の増加や企業収益の改善など景気の自律的回復への基

盤が整いつつあるものの、現実には円高の進行や株安、デフレの継続等から未だ脱却には至らず、本格的な景気回復

には懸念が残りました。一方、世界経済においては欧州における財政不安が続いており、予断を許さない状況で推移

いたしました。 

このような状況のもと当社グループ（当社及び連結子会社）は、事業再編計画に基づき連結子会社である株式会

社フジクラエンタープライズ及び日興ゴム工業株式会社を当社が吸収合併した上で従来は事業部制であった組織

を本部制に改革し、生産効率の強化、人件費等の圧縮、徹底的な経費削減及び不良率の低減を積極的に行いました。

これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は70億６百万円（前年同四半期比31.8％増）、営業利益は６

億８千３百万円（前年同四半期は営業損失１億７千７百万円）、経常利益は６億５千万円（前年同四半期は経常損

失１億５千７百万円）、四半期純利益は３億４千６百万円（前年同四半期は四半期純損失２億５千９百万円）とな

りました。

なお、従来「産業用資材」「スポーツ用品」「物流」としていたセグメントについては、「セグメント情報等の

開示に関する会計基準（企業会計基準第17号）」及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針

（企業会計基準適用指針第20号）」に準拠し、当連結会計年度より「産業用資材」についてのみ「産業用資材」と

「引布加工品」に分けることとし、「物流」については「その他」に含めることといたしました。なお、「スポーツ

用品」につきましては従来どおりとなっております。

 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①産業用資材

主力の工業用品部門は、自動車業界の市場回復が早まったことに加え海外需要が好調だったことから、前年に比

べ大幅な増収増益となりました。制御機器部門におきましては、半導体及び液晶関連製品が伸びを見せたため増収

増益となりました。電気材料部門においては電力及び電子関連製品が好調であったものの品種構成により利益への

影響が少なかったため、前年に比べ増収ながらも減益となりました。

これらの結果、売上高は40億７百万円、営業利益は４億５千１百万円となりました。

②引布加工品

平成22年４月１日付で吸収合併した日興ゴム工業株式会社の事業を継承した引布部門は、トラック業界が回復基

調となり関連ゴム部品が伸びを見せたため増収増益となりました。印刷材料部門は、国内の印刷業界は不振であっ

たものの海外需要回復により前年に比べ増収となりましたが、円高の影響が著しかったため微増益となりました。

加工品部門は造船業界の好調により救命いかだ等の舶用品が伸びを見せたため、前年に比べ増収増益となりまし

た。

これらの結果、売上高は12億４千４百万円、営業利益は１億２千１百万円となりました。

③スポーツ用品

ゴルフ用カーボンシャフト部門は、個人消費の冷え込みにより国内販売は不調だった反面、米国での販売が伸び

を見せたため国内販売を補いましたが円高の影響が大きく、前年に比べ増収ながらも微減益となりました。一方ア

ウトドア用品部門は、シューズ関連商品の売上が好調だったため、前年に比べ増収増益となりました。

これらの結果、売上高は16億円、営業利益は２億２百万円となりました。

④その他

物流部門では、倉庫収入が減少したものの、グループ会社の売上が増加したことにより、前年に比べ僅かながら増

収増益となりました。

これらの結果、売上高は１億５千３百万円、営業利益は２千２百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ３億５千万円減少し（前年同四半期比18.0％減）23億２千７百万円となりました。
 
　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増減額が増加に転じた

ことや棚卸資産の増加額が増加したこと、法人税等の支払額の増加などがありましたが、税金等調整前当期純利

益が大幅に増加し、また仕入債務の増減額や未払金の増減額が増加に転じたことなどにより、９億８千８百万円

の増加（前年同四半期比177.7％増）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の減少による収入があり

ましたが、有価証券や有形固定資産の取得による支出の増加などにより、３億５百万円の減少（前年同四半期比

22.9％増）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金による収入がなくなる

一方、短期借入金や長期借入金の返済を進めたことなどにより、10億２千８百万円の減少（前年同四半期比

76.6％増）となりました。
 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 
(4）研究開発活動

　　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、４億３千５百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
 
(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境の中で、経営成績に重要な影響を与える要因は、原材料の高騰、為替動向、販売価

格の下落、急速な技術革新に対する対応、環境への配慮であります。

　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、購買及び生産体制の効率化によるコストダウン、為替

管理の強化や生産・販売体制の見直し、技術開発への積極的な投資、環境負荷物質を使用しない製品の開発と供給

を進めております。

　また、原材料価格・為替の動向を注視しながら真のグローバル企業を目指し、引き続き世界的規模での企業活動を

続け、当社グループの企業価値を高めてまいります。

　

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。　

　

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

　経営者の問題認識と今後の方針につきましては、（5）に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月10日）

上場金融商品取引
所名または登録認
可金融商品取引業
協会名

内容

普通株式 23,446,209 23,446,209
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 23,446,209 23,446,209 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
―　 23,446,209 ―　 3,804,298 ―　 3,207,390

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

　

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。
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①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　3,785,900 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　 19,641,000 196,410 ―

単元未満株式 普通株式　　　 19,309 ―
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 23,446,209 ― ―

総株主の議決権 ― 196,410 ―

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個が含まれております。

　　　２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式51株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名ま
たは名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

藤倉ゴム工業株式

会社

東京都品川区西五

反田２－11－20
3,785,900 ― 3,785,900 16.14

計 ― 3,785,900 ― 3,785,900 16.14

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 390 390 365

最低（円） 358 327 326

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,983,028 3,780,254

受取手形及び売掛金 7,173,391 7,088,289

有価証券 300,839 －

商品及び製品 1,381,773 1,145,785

仕掛品 1,704,793 1,556,792

原材料及び貯蔵品 409,104 464,938

繰延税金資産 197,882 306,622

その他 525,858 535,358

貸倒引当金 △15,242 △13,933

流動資産合計 14,661,428 14,864,108

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,583,425 1,603,436

機械装置及び運搬具（純額） 2,186,445 2,312,008

土地 2,642,965 2,630,020

建設仮勘定 645,253 39,825

その他（純額） 277,690 271,313

有形固定資産合計 ※
 7,335,780

※
 6,856,604

無形固定資産 108,094 113,664

投資その他の資産

投資その他の資産 1,564,140 1,744,473

貸倒引当金 △21,973 △25,075

投資その他の資産合計 1,542,166 1,719,397

固定資産合計 8,986,042 8,689,666

資産合計 23,647,470 23,553,774

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,549,363 2,071,964

短期借入金 2,213,054 2,558,372

未払法人税等 164,477 358,672

賞与引当金 73,697 301,658

その他 1,488,898 754,063

流動負債合計 6,489,490 6,044,731

固定負債

長期借入金 155,121 785,969

繰延税金負債 161,610 248,189

退職給付引当金 506,096 509,353

環境対策引当金 40,430 －

その他 176,674 153,967

固定負債合計 1,039,932 1,697,479

負債合計 7,529,423 7,742,210
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,804,298 3,804,298

資本剰余金 3,230,719 3,230,719

利益剰余金 10,529,149 10,280,712

自己株式 △1,556,373 △1,556,352

株主資本合計 16,007,793 15,759,378

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 118,069 181,991

繰延ヘッジ損益 △1,389 －

為替換算調整勘定 △6,425 △129,805

評価・換算差額等合計 110,254 52,185

純資産合計 16,118,047 15,811,563

負債純資産合計 23,647,470 23,553,774
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 5,315,538 7,006,219

売上原価 4,345,398 5,166,858

売上総利益 970,139 1,839,360

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 77,367 95,396

給料及び手当 405,163 398,117

賞与引当金繰入額 29,059 22,358

退職給付費用 39,243 33,216

減価償却費 23,061 26,256

開発研究費 93,912 98,098

その他 479,754 482,913

販売費及び一般管理費合計 1,147,562 1,156,356

営業利益又は営業損失（△） △177,422 683,004

営業外収益

受取利息 1,539 2,077

受取配当金 16,530 15,806

受取賃貸料 12,850 12,893

為替差益 8,758 －

その他 12,913 15,185

営業外収益合計 52,593 45,962

営業外費用

支払利息 8,784 6,572

賃貸収入原価 10,319 10,581

為替差損 － 43,157

その他 13,872 18,166

営業外費用合計 32,975 78,478

経常利益又は経常損失（△） △157,804 650,488

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,591 －

固定資産売却益 － 9,348

特別利益合計 2,591 9,348

特別損失

投資有価証券評価損 2,418 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 22,837

環境対策引当金繰入額 － 40,430

特別損失合計 2,418 63,267

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△157,632 596,569

法人税、住民税及び事業税 31,951 189,496

法人税等調整額 69,882 60,335

法人税等合計 101,833 249,831

少数株主損益調整前四半期純利益 － 346,737

四半期純利益又は四半期純損失（△） △259,465 346,737
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△157,632 596,569

減価償却費 301,357 259,230

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 22,837

環境対策引当金の増減額（△は減少） － 40,430

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9,732 △1,937

賞与引当金の増減額（△は減少） △190,387 △228,065

退職給付引当金の増減額（△は減少） 45,857 56,127

受取利息及び受取配当金 △18,070 △18,294

支払利息 8,784 6,572

為替差損益（△は益） 15,808 55,288

投資有価証券評価損益（△は益） 2,418 －

有形固定資産除却損 12 4,533

有形固定資産売却損益（△は益） △89 △9,348

売上債権の増減額（△は増加） 719,450 △75,542

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,977 △322,582

前払費用の増減額（△は増加） △588 23,600

その他の流動資産の増減額（△は増加） △27,220 △14,076

仕入債務の増減額（△は減少） △102,385 469,530

未払金の増減額（△は減少） △195,266 387,214

未払費用の増減額（△は減少） 24,679 38,909

その他の流動負債の増減額（△は減少） 79,945 64,795

未払消費税等の増減額（△は減少） △11,806 5,011

その他の固定負債の増減額（△は減少） 2,896 1,972

その他の負債の増減額（△は減少） △38,627 △29,408

その他 － 707

小計 443,425 1,334,074

利息及び配当金の受取額 17,914 15,687

利息の支払額 △8,786 △6,572

法人税等の支払額 △96,528 △354,344

営業活動によるキャッシュ・フロー 356,024 988,845
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △300,887

有形固定資産の取得による支出 △213,708 △481,189

有形固定資産の売却による収入 225 18,813

無形固定資産の取得による支出 △16,600 －

投資有価証券の取得による支出 △28 △29

定期預金の増減額（△は増加） － 447,357

貸付けによる支出 △19,101 －

貸付金の回収による収入 4,158 10,810

その他の支出 △4,004 △2,205

その他の収入 374 1,788

投資活動によるキャッシュ・フロー △248,684 △305,542

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △773,512 △442,617

長期借入れによる収入 292,289 －

長期借入金の返済による支出 － △484,375

自己株式の取得による支出 △11 △21

配当金の支払額 △98,301 △98,301

リース債務の返済による支出 △2,507 △2,852

財務活動によるキャッシュ・フロー △582,042 △1,028,167

現金及び現金同等物に係る換算差額 47,212 △5,507

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △427,491 △350,371

現金及び現金同等物の期首残高 2,869,796 2,677,950

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,442,305

※
 2,327,578
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１. 連結の方針に関する事項 　　（１）連結の範囲の変更

　　当第１四半期連結会計期間において、当社を存続会社とし、日興ゴム工業

株式会社及び株式会社フジクラエンタープライズを吸収合併しておりま

す。

　　（２）変更後の連結子会社の数

　　８社

２．会計処理基準に関する事項の変更  （１）資産除去債務に関する会計基準の適用　

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益には影響ありませんが、税金等調整前四

半期純利益は22,837千円減少しております。

 （２）企業結合に関する会計基準等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業

会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計

基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持

分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表

分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。

　　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 固定資産の定率法に基づく減価償却費については、当第１四半期連結会計

期間を含む連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しており

ます。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定にあたり、加味する

加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定しております。　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（環境対策引当金）

当社は、当第１四半期連結会計期間より「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に

よって処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理費用見積額の金額的重要性が増してきたため、環境対策

引当金を計上しております。

この結果、税金等調整前四半期純利益は40,430千円減少しております。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、22,542,212千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、22,424,676千円であ

ります。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 2,442,305千円

現金及び現金同等物 2,442,305千円　

 

現金及び預金勘定 2,983,028千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △655,449千円

現金及び現金同等物 2,327,578千円　

 

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　23,446,209株　

２　自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　 3,786,009株　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。　

４　配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 98,301 5  平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

５　株主資本の金額の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日　至  平成21年６月30日）

 
産業用資材
（千円）

スポーツ用
品（千円）

物流
（千円）

計
（千円）

消去または全

社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 3,737,3601,435,135143,0425,315,538 ― 5,315,538

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
― ― 25,849 25,849(25,849) ―

計 3,737,3601,435,135168,8915,341,387(25,849)5,315,538

営業利益または

営業損失（△）
△274,108190,646 9,108△74,353(103,069)△177,422　

　（注）１　事業区分は、ゴム機能を生かした生産者向け製品の事業としての産業用資材事業、消費者向け製品の事業とし

てのスポーツ用品事業及び物流事業に区分しております。

２　各事業の主な製品

(1）産業用資材　　・・・・・　工業用精密ゴム部品・電気絶縁材料・電気接続材料・印刷用ブランケット・各

種加工品・各種ゴム引布

(2）スポーツ用品　・・・・・　シューズ、ウェアなどのアウトドア用品・ゴルフ用カーボンシャフト

(3）物流　　　　　・・・・・　物品の輸送及び保管

３　連結会社の消費税等の会計処理は税抜方式によっているため、当該金額には消費税等は含まれておりません。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日　至  平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去または全社

（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売

上高
4,362,171734,733218,6335,315,538 ― 5,315,538

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高
204,421 1,969 202,772409,164(409,164) ―

計 4,566,592736,703421,4065,724,702(409,164)5,315,538

営業損失 △653 △45,291△16,427△62,372(115,050)△177,422

　（注）１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する国

(1）北米　　・・・・・　アメリカ

(2）アジア　・・・・・　中国、ベトナム

３　連結会社の消費税等の会計処理は税抜方式によっているため、当該金額には消費税等は含まれておりません。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 585,284 636,880 126,568 1,348,732

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 5,315,538　

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
11.0 11.9 2.3 25.3

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

２　国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域

(1）国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

(2）各区分に属する主な国または地域

北米　　　　　・・・・・　アメリカ、カナダ

アジア　　　　・・・・・　中国、韓国

その他の地域　・・・・・　オランダ

３　連結会社の消費税等の会計処理は税抜方式によっているため、当該金額には消費税等は含まれておりません。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループの報告セグメントの区分方法は、製造方法・製造過程並びに使用目的及び販売方法の類似性を考慮し

て区分しており、「産業用資材」、「引布加工品」、「スポーツ用品」、「その他」の４つを報告セグメントとしてお

ります。

「産業用資材」は、工業用精密ゴム部品、空圧制御機器、電気絶縁材料及び電気接続材料等を製造販売しておりま

す。「引布加工品」は、印刷用ブランケット、各種加工品及び各種ゴム引布を製造販売しております。「スポーツ用

品」は、ゴルフ用カーボンシャフトの製造販売及びシューズ、ウェアなどのアウトドア用品の販売をしております。

「その他」は、物品の輸送及び保管サービスをしております。　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　 （単位：千円）

 
報告セグメント

合計

　
　

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

産業用資材
引布
加工品

スポーツ
用品

その他  

売上高        

外部顧客への売上高 4,007,1341,244,3771,600,847153,8597,006,219― 7,006,219
セグメント間の内部売上
高又は振替高

― ― ― 33,74533,745△33,745 ―

計 4,007,1341,244,3771,600,847187,6047,039,964△33,7457,006,219

セグメント利益 451,628121,312202,12122,056797,118△114,114683,004

（注）１ セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去106千円及び各報告セグメントに配分していない全

社費用△114,221千円が含まれています。全社費用は、主に当社の総務部門、人事部門、経理部門にかかる費用

であります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２ セグメント利益は、四半期連結損益

計算書の営業利益と調整をおこなっております。　　　

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。　
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（金融商品関係）

金融商品については、当該金融商品に関する四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められないため注記を省略しております。　

　

（有価証券関係）

有価証券については、当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められないため注記を省略しております。　

　

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引については、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認

められないため注記を省略しております。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に当連結会計期間の期首と比べて著しい変動が認め

ら れないため注記を省略しております。

　

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認め

ら　 れないため注記を省略しております。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 819.83円 １株当たり純資産額 804.24円

２．１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △13.20円 １株当たり四半期純利益金額 17.64円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益または四半期純損失（△）（千円） △259,465 346,737

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益または四半期純損失

（△）（千円）
△259,465 346,737

期中平均株式数（株） 19,660,313 19,660,229

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リースについて通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当

四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、注記を

省略しております。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月11日

藤倉ゴム工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長  坂　　　隆　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗　原　　　学　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤倉ゴム工業株

式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月

１日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤倉ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月10日

藤倉ゴム工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長  坂　　　隆　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗　原　　　学　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤倉ゴム工業株

式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２２年４月

１日から平成２２年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤倉ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成２２年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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